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株主のみなさまへ
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株主のみなさまにおかれましては、ますます

ご清祥のこととお喜び申しあげます。

第100期の中間報告書をお届けするにあた

りまして、ご挨拶申しあげます。

当中間期における当社およびグループ各社

を取り巻く状況は、国内の個人消費に一部回復

の兆しがみられたものの、企業の設備投資抑制

により全般的な景気回復には至らず、さらに期

末には急激な円高が進行するなど、厳しい状況

で推移いたしました。

このような状況の中で、当社およびグルー

プ各社は、最先端のＩＴ（インフォメーション・

テクノロジ）を駆使した製品・ソフトウェアを

積極的に提供するとともに、これらを用いて

お客様の課題を解決するソリューションビジ

ネスを強力に推進いたしました。

この結果、当中間期の連結売上高は２兆

４,４４３億円、経常利益２２１億円、当期純利益

２３億円となりました。また、単独売上高は

１兆４,４８６億円、経常利益７８億円、当期純利

益７４億円となりました。

株主のみなさまへの中間配当金につきまし

ては、引き続き１株につき５円とし、支払開始

日を１２月１日とさせていただきました。

インターネットを中心としたネットワーク

社会への変革の流れは、全世界的に新しい社

会システムと秩序を生み出そうとしており、

ＩＰ（インターネット・プロトコル）をベースと

したネットワークが新たな社会インフラにな

りつつあります。

このような状況の中で、当社は､グループ全体

の事業戦略を｢Everything on the Internet｣

として明確化し、インターネットをコアとす

る分野への経営資源の集中を図っております。

また、ネットワークの時代においては、今

まで以上に「カスタマ・フォーカス」という

価値観がビジネスの健全な成長と利益の鍵と

なります。当社およびグループ各社は、この

ことを改めてしっかりと認識し、ＩＴこそが新

たな成長の源泉である、というお客様のご期

待に応えるよう、「お客様の視点で考え」、「お

客様と共に作り」、「お客様のために運用」す

るトータルなソリューションを提供してまい

ります。

さらに、事業執行のスピードアップならびに

経営戦略立案機能の強化を図るため、本年６

月の組織改革において、事業執行単位を社長

直属のＢＵ（ビジネスユニット）とし、従来の
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代表取締役社長 秋草　直之（左側）

取 締 役 会 長 関澤　　義（右側）

通信、情報処理、ソフトウェア・サービス、電子

デバイスという事業部門から各ＢＵに執行権

限を委譲いたしました。同時に、グループ経営

戦略の立案機関として経営戦略会議を新設し、

事業執行との実質的な分離を図っております。

今後とも当社およびグループ各社を取り巻

く経営環境はさらに激しく変化することが予

想されますが、平成１２年度（２０００年度）に連

結ベースでのＲＯＥ（株主資本利益率）１０％

達成をめざして成長性および収益性の向上、

経営効率化の推進ならびに財務体質の強化に

努めております。さらに、キャッシュフローや

ＥＶＡ®（経済的付加価値）など、世界標準であ

る経営指標をもとにグローバルなグループマ

ネジメントを強化してまいります。

また、環境に優しい商品づくりやリサイクル

の仕組みへの取り組みを強化し、環境情報の

積極的な開示と合わせ、地球規模での環境問

題に取り組んでおります。

こうした努力を続けることにより、来るべき

２１世紀をリードし、お客様や社会から信頼さ

れるグローバルカンパニーをめざして、常に自

己革新を推進してまいりたいと存じます。

なお、西暦２０００年問題につきましては、経

営上の重要課題として対応に取り組んでおり

ます。当社製品に関するお客様への情報提供、

対応策の提案ならびに社内システムや設備等

への対応はほぼ完了し、継続して総点検、危機

管理計画の充実を図っております。

株主のみなさまにおかれましては、なにとぞ

倍旧のご指導、ご支援を賜りますようお願い申

しあげます。

平成11年11月

2
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■Everything on the Internet

富士通グループは、今後の豊かなネットワーク社会の形成に貢献する企業として、「Everything on

the Internet」という事業戦略のもと、富士通グループの提供する製品・サービスはもちろん、

社内のオペレーションや、営業活動、お取引先との情報交換といったあらゆる活動をインターネッ

トにフォーカスしてまいります。

■インターネットをベースとしたソリューションの強化

当社は、お客様や社会の様々なニーズに応え、質の高い製品・サービスを提供するトータル・ソリューショ

ン・プロバイダとして、インターネットという新しい社会インフラを最大限に活用し、全世界をカバーする

グループ各社とともに、多様なソリューションを提供してまいります。この一環として、「インターネットを

お客様のビジネスに活かすシステム提案」と「新しいインターネットビジネスのプロデュースの支援」を強化

するため、本年７月に「Internetビジネスソリューション」を発表し、ソリューション体系のより一層の充

実を図っております。

■インターネット時代のプラットフォーム、キーデバイスの提供

当社は、これまで培ってきた幅広いテクノロジをベース

として、インターネット時代に対応したプラットフォー

ム*とこれらを支えるキーデバイスをトータルに提供で

きることが富士通グループの強みであると確信しており

ます。今後も、より一層ネットワークに焦点を合わせた

製品開発に注力し、高速化・大容量化に対応した光伝送

システム、インターネットビジネスの中核を担うサーバ

およびパーソナルコンピュータ、ならびに光通信や移動

通信向けをはじめとする各種デバイスなど、グローバル

にご利用いただける最先端の製品を提供してまいります。

～あらゆる活動をインターネットにフォーカス～

インターネットビジネスを支える高性能ＵＮＩＸサーバ
ＧＰ７０００Ｆモデル２０００

＊ソリューションを提供するために必要なハードウェア、ソフトウェ

ア（オペレーティングシステム、ミドルウェア）を総称して「プラッ

トフォーム」として位置づけております。
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Everything on the Internet

■１,０００万人規模の仮想都市創成をめざして

当社は、次世代におけるインターネットのトップ・プロバイダ・ブラ

ンドを確立するため、本年３月３１日にニフティ株式会社を１００%子

会社化し、さらに１１月１日より、同社の運営するニフティサーブと

当社の運営するInfowebを＠nifty（アット・ニフティ）として統合

いたしました。この統合により、会員数３５０万人を擁するメガ・プロ

バイダが誕生いたしました。５年後に１,０００万人の会員数を目標と

し、オンライン・ショッピングやオンライン・バンキングをはじめ、放

送局や教育・医療機関など、現実の都市にある様々なサービスをイン

ターネット上で快適かつ安全にご利用いただけるような仮想都市の創

成をめざしております。

■富士通グループ自身が最も先進的なインターネット・ユーザに

お客様に最適なインターネット・ソリューションを提供するために、何よりも富士通グループ自身が、イン

ターネットを最も活用しているユーザでありたいと思っております。既に、当社をはじめ、グループ各社の

様々な業務がインターネットおよびイントラネットをベースとして行われております。インターネットを活

用した情報の共有化、経営のスピードアップ等、新しいマネジメントスタイルを自ら実践することで、イン

ターネットを利用することのメリットを最もよく理解しているソリューション・プロバイダとしての地位を

確固たるものにしたいと存じます。

富士通グループは、将来必ず実現するであろうインターネット社会に対して信念を持ち、私たち自身

が絶えず世の中にメッセージを発信し、先頭に立って社会に役立つソリューションを提供してまいり

たいと考えております。インターネットによる新しい社会を最先端のテクノロジ、最適なソリューショ

ンで支え、私たちのお客様のみならず、さらにその「お客様のお客様」に対しても貢献していくこ

とが、これからの富士通グループの使命であると認識しております。

＠niftyのオンライン・ショッピングのホーム
ページ（URL http://www.nifty.com/shopping/）
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■連結決算

■業績推移

億円�

平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

売 上 高 �

　　通   　　   信�

　　情 報 処 理 �

　　ソフトウェア・サービス

　　電子デバイス�

　　金　　　　融

　 そ の 他 �

（ う ち 海 外 ） �

営 業 利 益 �

経 常 利 益�

当 期 純 利 益 �

１株当たり当期純利益�

総 資 産�

純 資 産�

１株当たり純資産 �

従 業 員 数 �

�

（注）1. 億円単位の記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しております。�
　　 2.「1株当たり当期純利益」は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。�
　　 3.「1株当たり純資産」は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。�
　　 4. 連結財務諸表規則の改正に伴い、平成9年度の数値は比較のため組み替えて表示しております。�
　　 5. 本年度より、従来持分法適用会社であった富士通リース株式会社を連結子会社としたことに伴い、セグメント区分に�
　　　「金融」を追加いたしました。�

   4 9 , 8 5 3

     7 , 9 9 2
   1 6 , 8 8 4

     1 7 , 3 6 6
5 , 4 1 0
－

2 , 1 9 9

   （ 1 7 , 5 7 0）      

   1 , 7 7 3   

　1 , 2 2 4
        5 5
     3 . 0 1

   5 1 , 2 3 0
   1 1 , 8 5 2
   6 3 6 . 4 1

   1 8 0

億円�

億円�

円�

千名�

円�

億円�

   5 2 , 4 2 9

     6 , 8 1 0
   1 8 , 0 1 4

     2 0 , 3 4 5
5 , 0 6 6
－

2 , 1 9 3

   （ 2 1 , 1 5 4）      

   1 , 3 2 2   

　7 6 7
      ▲1 3 6

▲7 . 2 8

   5 1 , 1 2 3
   1 1 , 6 5 3
   6 1 8 . 4 9

   1 8 8

億円�

億円�

円�

千名�

円�

億円�

   2 4 , 1 3 3

     3 , 2 4 3
   8 , 1 4 6

     9 , 1 3 5
2 , 5 2 3
－

1 , 0 8 3

 （ 1 0 , 4 6 5）       

   4 4 1   

　2 1 5
        8 3
     4 . 4 7

   5 0 , 3 9 2
   1 1 , 9 0 4
   6 3 4 . 9 1

   1 8 7

億円�

億円�

円�

千名�

円�

億円�

   2 4 , 4 4 3

     3 , 4 6 5
   7 , 6 2 0

     9 , 0 9 7
2 , 6 7 0

5 0 2
1 , 0 8 6

   （ 9 , 6 9 5）      

 　6 3 6

　2 2 1
        2 3

1 . 2 4

   5 1 , 9 8 5
   1 2 , 3 2 8
   6 3 5 . 9 8

   1 9 4

億円�

億円�

億円� 億円� 億円� 億円�

円�

千名�

円�

億円�

平成９年度� 平成10年度�
平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

億円�

平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

通　　信�
情報処理�

電子デバイス�
金融�

ソフトウェア・サービス� その他�

0

5 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

3 0 , 0 0 0

■売上高 ■営業利益
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■営業利益（主要セグメント別） ■経常利益／当期純利益

当中間期における売上高の状況は次のとおりです。

【通信】
米国におけるネットワーク需要の増大により光伝送システムが大幅な伸びを示したほか、大規模光海底
ケーブルの売上により、海外の売上が伸長いたしました。

【情報処理】
国内を中心にパーソナルコンピュータの売上は伸長いたしましたが、大型サーバの売上が国内・海外とも
に低迷したことに加え、海外向け小型磁気ディスク装置が市場価格低下の影響を受けたことなどにより、
売上は前年同期に比べ減少いたしました。

【ソフトウェア・サービス】
ＳＩ（システム・インテグレーション）やアウトソーシングなどのサービスビジネスが堅調に推移いたしま
したが、円高の影響により海外子会社の円換算した売上高が減少いたしました。

【電子デバイス】
汎用ＤＲＡＭ事業の縮小を進め、経営資源の集中化を図っているフラッシュメモリ、ロジックＩＣに加え、
化合物半導体、ＳＡＷフィルタの需要も拡大したため、売上は増加いたしました。

この結果、連結売上高は２兆４,４４３億円（前年同期比１％増）となりました。

利益面につきましては、小型磁気ディスク装置の価格低下に加え、大型サーバの売上が低迷したことにより
情報処理の業績が低下いたしましたが、電子デバイスの事業構造改革を進めたことなどにより、営業利益は
６３６億円（前年同期比４４％増）を計上いたしました。しかしながら、期末における急激な円高の影響により
経常利益は２２１億円（同３％増）となり、さらに事業構造改革を進め特別損失を計上した結果、純利益は２３
億円（同７２％減）にとどまりました。

▲4 0 0

▲2 0 0
�
�
�
�
�
�

�
��
�
��
�

�
��

�
��
�
��
�0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

通　信� 情報処理� ソフトウェア�
・サービス  

電　子�
デバイス�

経常利益�
当期純利益�

億円�

平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

億円�

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

�
平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

■当中間期の概況

連結決算
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■貸借対照表

連結決算

科 目 �
平成11年度�
中間期�

（平成11年9月末）�

平成10年度�
�

（平成11年3月末）�

増 減 �
平成11年度�
中間期�

（平成11年9月末）�

平成10年度�
�

（平成11年3月末）�

増 減 �科 目 �

億円� 億円� 億円� 億円� 億円� 億円�

2 2 , 8 7 1
9 , 0 5 5
6 , 1 8 7
1 , 1 4 0

6 6 2
5 , 8 2 5

1 4 , 6 6 9
8 , 7 2 9
2 , 5 5 4
1 , 6 1 7

9 1 7
8 5 0

3 7 , 5 4 0
1 , 9 3 0

2 , 6 1 2
4 , 4 7 9
4 , 5 6 2�

0
1 1 , 6 5 3

5 1 , 1 2 3

▲9 4 5
▲6 8 1

6 3 2
▲7 0
▲3 2 9
▲4 9 6

9 7 2
▲1 1 2

9 6 1
5 5

▲5 9
1 2 7

2 6
1 6 0

3 1 8
3 2 3

3 8
▲4

6 7 5

8 6 2

負 債 の 部 �

　流 動 負 債 �

　　買 掛 債 務 �

　　短 期 借 入 金 �

　　コマーシャルペーパー�

　　社債（1年内償還）�

　　その他流動負債�
�

　固 定 負 債 �

　　社 債 �

　　長 期 借 入 金 �

　　退職給与引当金�

　　電子計算機買戻損失引当金�

　　その他固定負債�
�

　  負 債 合 計 �

少数株主持分�

資 本 の 部 �

　資 本 金 �

　資 本 準 備 金 �

　連 結 剰 余 金 �

　自 己 株 式 �

　  資 本 合 計 �

負債、少数株主持分及び資本合計�

資 産 の 部 �

　流 動 資 産 �

　　現 金 及 び 預 金 �

　　売 掛 債 権 �

　　有 価 証 券 �

　　た な 卸 資 産 �

　　リース債権（1年内）�

　　その他流動資産�

　　貸 倒 引 当 金 �

�

　固 定 資 産 �

　　有 形 固 定 資 産 �

　　無 形 固 定 資 産 �

　　（うち連結調整勘定）�

　　リ ー ス 債 権 �

　　投 資 等 �

　　貸 倒 引 当 金 �

�

　繰 延 資 産 �

　　社 債 発 行 差 金 �

�

　為替換算調整勘定�

　  資 産 合 計 �

2 6 , 9 2 7
4 , 3 3 4

1 0 , 0 1 0
5 0 3

9 , 3 6 9
7 2 4

2 , 1 3 0
▲1 4 5

2 3 , 8 9 3
1 2 , 6 0 3

3 , 4 3 0
（ 1 , 9 7 4）

1 , 4 0 5
6 , 4 7 0
▲ 1 6

2 0
2 0

1 , 1 4 4

5 1 , 9 8 5

2 7 , 9 1 9
4 , 2 5 0

1 2 , 5 9 2
7 1 4

8 , 5 4 6
─

1 , 9 9 7
▲1 8 1

2 2 , 3 0 8
1 2 , 4 2 4

3 , 5 9 6
（ 2 , 2 2 6）

─
6 , 2 9 6
▲ 8

2 8
2 8

8 6 6

5 1 , 1 2 3

▲ 9 9 2
8 4

▲2 , 5 8 2
▲2 1 0

8 2 3
7 2 4
1 3 2

3 5

1 , 5 8 5
1 7 9

▲1 6 5
（▲2 5 2）

1 , 4 0 5
1 7 3
▲ 7

▲ 8
▲8

2 7 7

8 6 2

2 1 , 9 2 5
8 , 3 7 3
6 , 8 1 9
1 , 0 7 0

3 3 2
5 , 3 2 8

1 5 , 6 4 1
8 , 6 1 6
3 , 5 1 5
1 , 6 7 2

8 5 8
9 7 7

3 7 , 5 6 6
2 , 0 9 0

2 , 9 3 0
4 , 8 0 3
4 , 6 0 0�

▲5
1 2 , 3 2 8

5 1 , 9 8 5

設 備 投 資 �

（減価償却費）�

平成11年度�
中間期�

平成10年度�
中間期�

増 減 �

1 , 3 2 1
（ 1 , 4 5 9）

1 , 3 4 1
（ 1 , 6 2 2）

億円� 億円� 億円�

▲2 0
 （▲1 6 3）

〔ご参考〕�
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■損益計算書
連結子会社数 509社（国内134社、海外375社）

持分法適用会社数 27社

主要連結子会社

株式会社富士通研究所

新光電気工業株式会社

株式会社富士通ビジネスシステム

富士通サポートアンドサービス株式会社

富士通機電株式会社

富士電気化学株式会社

富士通電装株式会社

株式会社高見澤電機製作所

富士通デバイス株式会社

富士通システムコンストラクション株式会社

富士通テン株式会社

株式会社ＰＦＵ

富士通エフ・アイ・ピー株式会社

富士通エイ・エム・ディ・セミコンダクタ株式会社

富士通リース株式会社

Amdahl Corporation

Fujitsu America, Inc. 

Fujitsu PC Corporation

Fujitsu Network Communications, Inc.

Fujitsu Microelectronics, Inc.

ICL PLC

Fujitsu Computers (Europe) Limited

Fujitsu Europe Limited

Fujitsu ICL Espana, S.A.

Fujitsu Australia Limited

̃

科 目 � 増減率�

％�

平成11年度�
中間期�

（平成11.4.1～平成11.9.30）�
億円�

2 4 , 4 4 3
1 7 , 4 5 4

6 , 9 8 8
6 , 3 5 2
（ 1 2 4）

6 3 6

5 4
9 5

2 3 4
3 8 4

2 4 5
5 5 3
7 9 8
2 2 1

2 8
─

1 0 5
─

1 4 4
1 0 8

1 1
2 3

売 上 高 �
売 上 原 価 �
売 上 総 利 益  �
販売費及び一般管理費�
（うち連結調整勘定償却額）�
営 業 利 益 �
営 業 外 収 益 �
　受取利息及び配当金�
　持分法による投資利益�
　雑 収 入 �
　 計 �
営 業 外 費 用 �
　支 払 利 息 �
　雑 支 出 �
　 計 �
経 常 利 益 �
特 別 利 益 �
　投資有価証券評価損戻入額�
　子会社株式売却益�
特 別 損 失 �
　事業構造改善費用�
　投資有価証券評価損�
税金等調整前当期純利益�
法 人 税 等 �
少 数 株 主 利 益 �
当 期 純 利 益�

平成10年度�
中間期�

（平成10.4.1～平成10.9.30）�

2 4 , 1 3 3
1 6 , 9 9 4

7 , 1 3 8
6 , 6 9 7
（ 1 1 1）

4 4 1

7 2
1 1 4
2 1 2
4 0 0

3 2 8
2 9 7
6 2 6
2 1 5

─
4 1 0

5 8
1 5 2
4 1 5
2 7 2

5 8
8 3

億円�

1 . 3
2 . 7

▲2 . 1
▲5 . 1

（ 1 1 . 4）�
4 4 . 1

 
 

▲4 . 1

 
 

2 7 . 5
2 . 8

─
─

─
─

▲6 5 . 2
▲6 0 . 1
▲7 9 . 9
▲7 1 . 6

研 究 開 発 費 �

（対売上高比率）�

増減率�
平成11年度�
中間期�

平成10年度�
中間期�

1 , 8 8 9
億円� 億円� ％�

％� ％�
▲2 . 8
─�

1 , 9 4 4
（ 8 . 1）�（ 7 . 7）�

〔ご参考〕�

連結決算

8
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■事業の種類別セグメント情報

   6 , 8 1 0
     1 0 7

   6 , 9 1 8
     1 5 6

             
1 8 , 0 1 4

     3 , 0 0 6
   2 1 , 0 2 0

     9 4 0
   �

2 0 , 3 4 5
     5 8 2

   2 0 , 9 2 8
     1 , 6 6 3

   �
5 , 0 6 6

     1 , 0 3 1
   6 , 0 9 8

     ▲8 3 3
   �

－
     －

   －
     －
   （－）�
2 , 1 9 3

     1 , 0 0 9
   3 , 2 0 2

     7 0
  �

  ▲5 , 7 3 7
   ▲6 7 4�
5 2 , 4 2 9

     －
   5 2 , 4 2 9
     1 , 3 2 2

   

億円�

％�％� ％� ％�

％�％� ％� ％�

％�％� ％� ％�

％�％� ％� ％�

％�

％�％� ％� ％�

％�％� ％� ％�

   3 , 2 4 3
     3 8

   3 , 2 8 2
     1 0 6

            
8 , 1 4 6

     1 , 4 6 4
   9 , 6 1 0
     4 1 8

   �
9 , 1 3 5

     2 7 0
   9 , 4 0 6
     5 9 6

   �
2 , 5 2 3

     4 5 6
   2 , 9 8 0
    ▲4 3 4

  �
－

     －
   －

     －
   （－）�
1 , 0 8 3

     5 0 8
   1 , 5 9 1

     2 2
   �

  ▲2 , 7 3 8
   ▲2 6 8�
2 4 , 1 3 3

     －
   2 4 , 1 3 3

     4 4 1
   

億円�    3 , 4 6 5
     4 3

   3 , 5 0 9
     1 2 5

         
7 , 6 2 0

     1 , 3 8 4
   9 , 0 0 4
     1 8 7

  �
9 , 0 9 7

     3 4 1
   9 , 4 3 9
     6 0 7

   �
2 , 6 7 0

     5 3 5
   3 , 2 0 5

     ▲4
  �

5 0 2
     3 1
   5 3 4
     1 6

   �
1 , 0 8 6

     4 3 3
   1 , 5 2 0

     ▲1
  �

  ▲2 , 7 7 0
   ▲2 9 3�
2 4 , 4 4 3

     －
   2 4 , 4 4 3

     6 3 6
   

億円�億円�

億円� 億円� 億円�億円�

億円� 億円� 億円�億円�

億円� 億円� 億円�億円�

億円�

億円� 億円� 億円�億円�

億円� 億円� 億円�億円�

億円� 億円� 億円�億円�

通 信 �

情 報 処 理 �

ソフトウェア�
・サービス�

電 子 �
デ バ イ ス �

金 融 �

そ の 他 �

消去／全社�

合 計 �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

売 上 高 �

営 業 利 益 �

外部顧客に対する売上高�
セグメント間の内部売上高�

売 上 高 計 �

営 業 利 益 �
（ 営 業 利 益 率 ） �

�

   7 , 9 9 2
     1 2 4

8 , 1 1 7    
1 , 0 0 9      

1 6 , 8 8 4
     2 , 4 6 0

1 9 , 3 4 4    
4 9 9      
�

1 7 , 3 6 6   �
 4 5 3

     1 7 , 8 2 0
1 , 1 9 6    

 �
5 , 4 1 0   �

 1 , 1 5 6
     6 , 5 6 6

▲3 2 4    
   �

－
     －

   －
     －
   （－）�

 2 , 1 9 9   �
1 , 2 7 4

     3 , 4 7 4
4 0    

   �
 ▲5 , 4 6 9   

 ▲6 4 7    �
 4 9 , 8 5 3   �

 －
     4 9 , 8 5 3

1 , 7 7 3    

（ 1 2 . 4）

（ 2 . 6）�
�
 
    

（ 6 . 7）�
  �

    
   

（▲4 . 9）�

     
   

�
  �

     
   

 （ 1 . 2）�

 �
�
 
     

 （ 3 . 6）�
�

（ 2 . 3）

（ 4 . 5）�
�
 
    

（ 7 . 9）�
  �

    
   

（▲1 3 . 7）�

     
   

�
  �

     
   

 （ 2 . 2）�

 �
�
 
     

 （ 2 . 5）�
�

（ 3 . 2）

（ 4 . 4）�
�
 
    

（ 6 . 3）�
  �

    
   

（▲1 4 . 6）�

     
   

�
  �

     
   

 （ 1 . 4）�

 �
�
 
     

 （ 1 . 8）�
�

（ 3 . 6）

（ 2 . 1）�
�
 
    

（ 6 . 4）�
  �

    
   

（▲0 . 1）�

     
   

（ 3 . 1）�
  �

     
   

 （▲0 . 1）�

 �
�
 
     

 （ 2 . 6）�
�

平成９年度�
�

平成10年度�
�

平成10年度�
（中間期）�

平成11年度�
（中間期）�

連結決算
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■単独決算

■業績推移

■売上高 ■経常利益／当期純利益

経常利益�
当期純利益�

億円�

平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

億円�

平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

売 上 高 �

　　 通   　　   信�

　　 情 報 処 理 �

　　 ソフトウェア・サービス

　　 電子デバイス�

（ う ち 輸 出 高 ）�

営 業 利 益 �

経 常 利 益�

当 期 純 利 益 �

１株当たり当期純利益�

１株当たり配当金�

総 資 産�

純 資 産�

１株当たり純資産�

従 業 員 数 �

�

   3 2 , 2 9 0

     6 , 4 5 7  
   1 4 , 5 6 8
     8 , 2 7 8

2 , 9 8 5

   （ 5 , 6 8 8）      

   8 9 3   

　8 9 1
        5 0 9
     2 7 . 4 1

     1 0 . 0 0

   3 5 , 2 1 9
   1 0 , 8 7 3
   5 8 3 . 8 8

   4 5 , 1 6 6

億円�

　億円�

円�

名�

円�

   3 1 , 9 1 1

     5 , 1 8 0
   1 4 , 9 8 3
     9 , 2 7 2

2 , 4 7 5

   （ 6 , 3 8 3）      

   3 9 8   

　1 5 7
       ▲ 2 1 5

▲ 1 1 . 4 7

     1 0 . 0 0

   3 5 , 5 1 3
   1 0 , 7 0 7
   5 6 8 . 3 2

   4 4 , 1 9 1

億円�

　億円�

円�

名�

円�

   1 4 , 1 8 8

     2 , 3 4 9
   6 , 7 3 4

     3 , 8 8 0
1 , 2 2 3

 （ 3 , 1 4 3）       

   2 7   

　5 8
        6 9
     3 . 7 2

     5 . 0 0

   3 3 , 6 6 0
   1 0 , 9 9 2
   5 8 6 . 2 9

   4 5 , 2 9 7

億円�

　億円�

円�

名�

円�

   1 4 , 4 8 6

     2 , 5 2 4
   6 , 5 4 6

     4 , 0 3 3
1 , 3 8 1

   （ 3 , 1 1 5）      

   2 9 2   

　7 8
        7 4

3 . 8 7

     5 . 0 0

   3 4 , 3 4 2
   1 1 , 3 5 5
   5 8 5 . 7 8

   4 4 , 1 8 2

億円�

　億円�

　億円� 　億円� 　億円� 　億円�

円�

名�

円�

円� 円� 円� 円�

　億円� 　億円� 　億円� 　億円�

平成９年度�
（第98期）�

平成10年度�
（第99期）�

平成10年度�
中間期�

平成11年度�
中間期�

（注）1. 億円単位の記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しております。�
　　 2.「1株当たり当期純利益」は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。�
　　 3.「1株当たり純資産」は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。�
　　 4. 財務諸表等規則の改正に伴い、平成9年度および平成10年度中間期の数値は比較のため組み替えて表示しております。�

0

5 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

0

2 5

5 0

7 5

1 0 0
通　　信�
情報処理�

ソフトウェア・サービス�
電子デバイス�
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単独決算

■貸借対照表

科 目 �
平成11年度�
中間期�

（平成11年9月末）�

平成10年度�
�

（平成11年3月末）�

増 減 �
平成11年度�
中間期�

（平成11年9月末）�

平成10年度�
�

（平成11年3月末）�

増 減科 目 �

億円� 億円� 億円� 億円� 億円� 億円�

1 3 , 2 2 7
7 , 3 4 4
2 , 3 9 8
1 , 1 4 0

6 5 0
1 , 6 9 5

1 1 , 5 7 7
8 , 2 5 4
1 , 4 4 6

9 3 8
9 1 7
─
2 0

2 4 , 8 0 5

2 , 6 1 2
3 , 4 9 8
4 , 5 9 7
（─）�
（ 5 8）

1 0 , 7 0 7

3 5 , 5 1 3

▲1 , 7 0 2
▲1 , 3 7 6

3 4 1
▲2 4 0
▲3 5 0
▲7 7
▲1 1 5
▲5 4
▲4 9

3 0
▲5 9

1 9
0

▲1 , 8 1 8

3 1 8
3 7 6
▲4 7
（ 5 8 8）
（▲5 8）

6 4 7
▲1 , 1 7 0

負 債 の 部 �

　流 動 負 債 �

　　買 掛 債 務 �

　　短 期 借 入 金 �

　　コマーシャルペーパー�

　　社債（1年内償還）�

　　その他流動負債�

　固 定 負 債 �

　　社 債 �

　　長 期 借 入 金 �

　　退職給与引当金�

　　電子計算機買戻損失引当金�

　　繰 延 税 金 負 債 �

　　その他固定負債�

　  負 債 合 計 �

資 本 の 部 �

　資 本 金 �

　法 定 準 備 金 �

　剰 余 金 �

　（うち当期未処分利益）�

  （うち当期未処理損失）�

　  資 本 合 計 �

　   負債及び資本合計�

�

資 産 の 部 �

　流 動 資 産 �

　　現 金 及 び 預 金 �

　　売 掛 債 権 �

　　有 価 証 券 �

　　た な 卸 資 産 �

　　繰 延 税 金 資 産 �

　　その他流動資産�

　　貸 倒 引 当 金 �

�

　固 定 資 産 �

　　有 形 固 定 資 産 �

　　無 形 固 定 資 産 �

　　投 資 等 �

　　貸 倒 引 当 金 �

�

　繰 延 資 産 �

　　社 債 発 行 差 金 �

�

�

�

�

　  資 産 合 計 �

1 5 , 2 0 5
2 , 5 3 9
6 , 3 2 0

1 1
4 , 8 4 2

5 2
1 , 4 6 8
▲2 9

1 9 , 1 1 7
5 , 7 9 3
1 , 0 6 0

1 2 , 2 6 4
▲1

2 0
2 0

3 4 , 3 4 2

1 7 , 1 7 3
2 , 3 9 4
8 , 4 9 6

1 9 7
4 , 4 4 1
－

1 , 6 9 0
▲4 8

1 8 , 3 1 1
6 , 0 6 8

9 9 8
1 1 , 2 4 5

▲1

2 8
2 8

3 5 , 5 1 3

▲1 , 9 6 7
1 4 4

▲2 , 1 7 6
▲1 8 5

4 0 0
5 2

▲2 2 2
1 8

8 0 5
▲2 7 4

6 1
1 , 0 1 8

0

▲ 8
▲ 8

▲ 1 , 1 7 0

1 1 , 5 2 5
5 , 9 6 8
2 , 7 3 9

9 0 0
3 0 0

1 , 6 1 7
1 1 , 4 6 2

8 , 1 9 9
1 , 3 9 6

9 6 9
8 5 8

1 9
1 9

2 2 , 9 8 7

2 , 9 3 0
3 , 8 7 5
4 , 5 4 9
（ 5 8 8）�
（─）

1 1 , 3 5 5

3 4 , 3 4 2

設 備 投 資 �

（減価償却費）�

平成11年度�
中間期�

平成10年度�
中間期�

増 減 �

3 4 5
（ 5 4 7）

3 1 3
（ 6 2 1）

億円� 億円� 億円�

　 3 1
（▲7 4）

〔ご参考〕�
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単独決算

■損益計算書

科 目 � 増減率�

％�

平成11年度�
中間期�

（平成11.4.1～平成11.9.30）�
億円�

1 4 , 4 8 6
1 0 , 8 9 8

3 , 5 8 7
3 , 2 9 5

2 9 2

1 2 6
2 0 0
3 2 7

1 2 9
4 1 2
5 4 1

7 8

2 8
―

4 6
―
―
6 0
3 7

▲5 1
7 4

売 上 高 �
売 上 原 価 �
売 上 総 利 益  �
販売費及び一般管理費�
営 業 利 益 �
営 業 外 収 益 �
　受取利息及び配当金�
　雑 収 入 �
　 計 �
営 業 外 費 用 �
　支 払 利 息 �
　雑 支 出 �
　 計 �
経 常 利 益 �
特 別 利 益 �
　投資有価証券評価損戻入額�
　子会社株式売却益�
特 別 損 失 �
　事業構造改善費用�
　投資有価証券評価損�
　子 会 社 整 理 損 �
税引前当期純利益�
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
当 期 純 利 益 �

平成10年度�
中間期�

（平成10.4.1～平成10.9.30）�

1 4 , 1 8 8
1 0 , 7 0 2

3 , 4 8 5
3 , 4 5 8

2 7

1 2 9
1 8 0
3 1 0

1 5 6
1 2 2
2 7 8

5 8

―
3 4 1

5 7
1 4 9
1 0 3

9 0
2 1
―
6 9

億円�

研 究 開 発 費 �

（対売上高比率）�

平成11年度�
中間期�

平成10年度�
中間期�

増減率�

1 , 5 3 3
（ 1 0 . 6）

1 , 5 8 4
（ 1 1 . 2）�

億円� 億円� ％�

％� ％�
▲3 . 2
―�

2 . 1
1 . 8
2 . 9

▲4 . 7
9 8 3 . 2

 
 

5 . 4

 
 

9 4 . 6
3 2 . 4

―
―

―
―
―

▲3 3 . 7
7 6 . 2
―

6 . 4

〔ご参考〕�
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会社における地位

取 締 役 会 長
取 締 役 副 会 長
代 表 取 締 役 社 長
代表取締役副社長
代表取締役副社長
代表取締役副社長
専 務 取 締 役
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役

会 計 監 査 人

氏 名

関 澤 　 義
鳴 戸 道 郎
秋 草 直 之
丸 山 　 武
田 中 益 雄
深 川 敬 三
藤 崎 道 雄
杉 田 忠 靖
高 島 　 章
吉 岡 義 朗
白 井 一 成
大 瀧 達 彦
小 島 和 人
森 寺 章 夫
鈴 木 　 勲
大 島 　 博
広 瀬 勇 二
高 谷 　 卓
沢 　 　 彦
古 河 建 純
星 川 龍 輔
前 山 淳 次
斑 目 　 哉
武 井 　 勝
宮 澤 達 士
村 野 和 雄
大 木 　 登
柴 垣 英 俊
黒 川 博 昭
藪 内 裕 久
太 田 幸 一
岡 田 恭 彦
渡 辺 英 勇
杉 本 　 聰
若 原 泰 之
加 藤 丈 夫

太田昭和監査法人

■役　員（平成11年9月30日現在）

担 当 ま た は 主 な 職 業

コンピュータビジネス担当
営業担当
経営管理担当
通信ビジネス担当
パーソナルビジネス本部長
政策推進本部長
企画本部長
電子デバイスビジネス担当
統合オペレーション推進本部長
国際営業本部長
ネットワーク事業本部長
マーケティング本部長
金融営業本部長
ソフト・サービスビジネス担当
財務・経理・経営企画担当
富士電機株式会社代表取締役社長
ネットワークサービス本部長
ＬＳＩ事業本部副本部長
ソフトウェア事業本部長
システム本部長
東日本営業本部長
コンピュータ事業本部長
ネットワーク事業本部副本部長
テクノロジ本部長
コンシューマトランザクション事業本部長
ソフト・サービス事業推進本部長
関西営業本部長
トランスポート事業本部長
人事勤労部長

朝日生命保険相互会社代表取締役会長
富士電機株式会社代表取締役
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名 義 書 換 代 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

同 事 務 取 扱 所

同 取 次 所

決 算 期

基 準 日

定時株主総会関係

配当金受領株主確定日

名 義 書 換 手 数 料

新 券 交 付 手 数 料

公 告 掲 載 新 聞

商 号

●

●

●

●

本 店

本 社 事 務 所

設 立

上 場 証 券 取 引 所

表紙：当社提供の人気テレビ番組「世界の車窓から」（テレビ朝日系）より
ドイツの鉄道風景

〒100-0005 
東京都千代田区丸の内一丁目4番3号
東洋信託銀行株式会社
〒100-0005 
東京都千代田区丸の内一丁目4番3号
東洋信託銀行株式会社　本店
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
東洋信託銀行株式会社　証券代行部
電話（03）5683-5111（代表）

東洋信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　本店、全国各支店

3月31日

3月31日

3月31日および中間配当金の支払を行うときは9月30日

無料

1枚につき100円

日本経済新聞

神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1番1号

東京都千代田区丸の内一丁目6番1号

昭和10年6月20日

東京、大阪、名古屋、

フランクフルト、ロンドン、スイス

この報告書は再生紙を使用しています。

■会社が発行する株式の総数 5,000,000,000 株
■発行済株式の総数 1,938,514,886 株
■資本金 293,042,762,239 円
■株主数 146,481 名

■所有者別分布状況

■株式の発行（自 平成11年4月1日 至 平成11年9月30日）

区　　分

転換社債の株式への転換
新株引受権の行使
合　　　計

5,466,202
48,909,280
54,375,482

2,728,494,735
29,091,977,265
31,820,472,000

発行した株式の数 増加した資本金

株 円

■大株主

株　　　主　　　名 持株数 持株比率

232,963
100,166
75,717
58,163

56,629

50,321

42,202
38,531
29,221
27,090

富 士 電 機 株 式 会 社
朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社
株 式 会 社 第 一 勧 業 銀 行
住友信託銀行株式会社（信託口）

ザ・チェース・マンハッタン・バンク・エヌエイ・ロンドン
（常任代理人株式会社富士銀行）

ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー
（常任代理人株式会社富士銀行）

株 式 会 社 日 本 興 業 銀 行
三菱信託銀行株式会社（信託口）
株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行
株 式 会 社 さ く ら 銀 行

12.0
5.2
3.9
3.0

2.9

2.6

2.2
2.0
1.5
1.4

千株 ％

個人・その他�
142 ,773名�
284 ,855千株�
(14 .7%)

金融機関・証券会社�
557名�

848 ,151千株�
(43 .8%)

その他の法人�
1,935名�

331 ,795千株�
(17 .1%)

外国人�
1,216名�

473 ,712千株�
 (24 . 4%)

■株式の状況（平成11年9月30日現在） ■株式事務のご案内

■会社の概要
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